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４．まとめ

このような問題は、本来、監査委員による監査により発見され、改善されなければなりません。

しかし、監査委員は公金債権の回収に関する各種法令や事務に精通しているわけではな

く、全庁的な監査を実施するだけの人員も揃っていないため、期待されるその役割を十分に果

たすことができません。

では、包括外部監査人による監査によって、根本的な問題が発見され、改善されるでしょうか？

包括外部監査は、監査人がテーマとして選定しない限り、公金債権回収事務が監査される

ことはありません。

また、包括外部監査は、都道府県、政令市、中核市等において行われるものであり、全て

の自治体で当然に実施されるものではありません。
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調 査

４．まとめ

では、どのような方法で問題点の発見と改善を図るべきでしょうか？

考えられる方法の一例としては、

『監査経験豊富な外部専門家

による組織的な調査業務』 が挙げられます。
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調査業務は次のような流れで行われます。

調査期間は3ヶ月～6か月程度

問題点を認識
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４．まとめ

この調査業務は、大別すると次の３つのタイプが考えられます。

現状の
事務体制

不備・課題
の改善

改善後の
事務体制

自
治
体
側
の
状
況

【タイプ１】
現状の事務体制における不備・課題の調査

【タイプ２】

【タイプ１】の調査で確認された不備・課題
の改善状況の調査

【タイプ３】
改善後の事務体制の運用状況に関する調査

1～2年後 1～2年後

一次的な改善ではなく、改善後の体制が適切に持続していくことです！
重要な

ポイントは

3～5年程度の周期で反復継続以後
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より良い公金債権回収事務を実現するために、まず何をすべきでしょうか？

それは、『各自治体が現状の事務全般の実態を正しく理解すること』です。

実態を理解すれば、『何をすべきか』という事だけでなく、『何をしなければなら

ないか』という事が必ず見えてきます。

最後に、
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